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　本稿では、特許権と商標権が企業価値に及ぼす影響と、それらの交互作用効果を検証した。長期パネルデータ
を用いた実証から、特許権、商標権の両方が企業価値を高めることを確認した。また、特許権と商標権の企業価
値に対する交互作用は、特定企業群に限定して有意となることを確認しており、特許、商標を企業価値評価に反
映させる場合、評価対象企業の業態等に応じて、特許と商標の交互作用効果を明示的に考慮すべきである。
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２．ポートフォリオ法による予備的検証
３．交互作用効果の検証モデル

４．回帰分析結果
５．結論と将来の課題
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１．無形資産と企業価値

　日本の製造業において、技術競争力とそれを用

いて生み出される製品・サービスへの信頼性が重

要であることに疑念の余地はない。技術競争力と

ブランドエクイティは企業価値評価モデルにおけ

る分子と分母、すなわち企業のキャッシュフロー

生成力と資本コストに対して影響を与えるので、

評価においてはより明確に考慮されるべきであろ

う。しかしながら日本市場においては、特許権、

商標権という代表的な非財務情報が企業価値評価

に与える影響ついての実証分析は少ない。

　米国においても、特許権に関するHall et al. 

［2005］、Hirschey et al.［2001］、商標権に関す
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特許権、商標権が企業価値に与える影響
―特許と商標の交互作用効果の確認―
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